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１ 総合評価方式の概要 

(1) 意義 

国においては、公共工事の品質とは、「社会資本を整備するという社会経済

上の重要な意義を有しており、現在及び将来の国民のために確保されねばな

らない。」としている。しかしながら、公共投資が減少するなかで、従来の価

格のみによる競争では、受注をめぐる競争の激化に伴い著しい低価格による

入札が急増し、工事中の事故、粗雑工事の発生、下請業者や労働者へのしわ寄

せ等による工事の品質低下が懸念されてきている。 

このような背景を踏まえ、平成１７年４月に「公共工事の品質確保の促進に

関する法律」が施行された。その法律のなかでは、公共工事の品質は「経済性

に配慮しつつ価格以外の多様な要素をも考慮し、価格及び品質が総合的に優

れた内容の契約がなされることにより、確保されなければならない」とし、公

共工事の品質確保のための主要な取組みとして総合評価方式の適用を挙げて

いる。 

ＵＲ都市機構の建築・設備工事における現状としては、工事件数の減少や熟

練工の高齢化・退職等により、品質確保が容易ではなくなってきており、また、

公共工事（「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成１２

年法律第１２７号）第２条第２項に規定」）の発注者として、「公平さを確保し

つつ良質なものを調達し提供する」責任を果たす必要があることから、通達

「平 18.4.1 総合評価方式の実施について」（以下「通達」という。）により

総合評価方式の導入を図ることとした。 

また、令和元年６月に「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改

正する法律」が施行された。その法律のなかでは、災害時の緊急対応の強化、

働き方改革への対応、生産性向上への取組等が発注者の責務として挙げられ

ており、ＵＲ都市機構としてもこれらに対応する必要がある。そのうち、総合

評価方式として対応する取組みを、本ガイドラインに反映した 
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(2) 総合評価方式とは 

総合評価方式とは、企業の技術力と価格の双方を総合的に評価し落札者

を決定する方式である。 

標準的な設計、施工方法に基づき最も安い価格で入札した企業を落札者

としてきた従来の入札方式（価格競争自動落札方式）とは異なり、総合評価

方式は、より技術力の高い企業を落札者として選定することを可能とし、品

質の向上、企業の技術開発の促進、入札談合の抑制等の効果が期待されてい

る方式である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1 従来の発注方式と総合評価方式の比較 
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(3) 総合評価方式に求める目的・効果 

総合評価方式に求める目的と効果は、以下の通りである。 

1）技術力の優れた企業による施工の性能・品質の確保及び向上 

① 企業のもつ優れた品質確保体制の活用 

② 企業のもつ優れた技術力等の活用  

2）環境への配慮 

① 周辺環境への取組み 

② 地球環境への取組み 

③ 労働環境への取組み 

3）生産性向上、業務省力化・効率化 

4）維持管理性の向上 

5）物件固有の課題解決への取組み 

6）他の施策との相乗効果として「談合防止対策」、「受注意欲の向上」及

び「低入札抑制」 

① 価格以外の要素を盛り込むことによる「談合防止対策」及び「受注意

欲の向上」 

② 検査体制の強化による施工管理体制の向上と工事成績評定点の総合

評価方式へのフィードバック（企業実績の評価への反映など）による

低入札抑制 
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２ ガイドラインの位置付け 

ＵＲ都市機構の総合評価方式を実施するためのガイドラインは、主たる事業

である「都市再生」及び「賃貸住宅」における工事を「土木・造園部門」、「建築

・設備部門」、「住宅経営部門」として部門毎に定め、そのうち、本ガイドライン

が適用する「建築・機械設備・電気設備」の工事に係る全体方針と共通の評価手

法等について定めたものである。 

また、各部門では各々工事に共通する基準として、仕様書を定めており、建築・

設備部門は、主に「公共住宅建設工事共通仕様書」を適用している。 

他の部門との区分は、下図のとおり適用する共通仕様書により行うが、建築工

事と土木工事をあわせて発注するような際には、工事に占める工事費の割合や、

最も技術的な評価を必要とする部門に合わせた方式等を利用するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1 他部門との位置関係 
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３ 対象となる工事及び発注方式 

(1) 対象となる工事 

本ガイドラインにおいて対象となる工事は、表３のとおりである。 

 

表３ 本ガイドラインにおける対象工事 

事  業 工  事 

都市再生 

※ 

基盤施設整備工事 

（うち、建築工事・電気設備工事・機械設備工事） 

公園整備工事 

（うち、建築工事・電気設備工事・機械設備工事） 

再開発事業等における建設工事 

賃貸住宅 
ＵＲ賃貸住宅等の建替に伴う建設工事 

ＵＲ賃貸住宅等の耐震改修工事 

 ※上記以外の工事についても特性を考慮した上で本ガイドラインの対象とで

きるものとする。 

 ※地方都市再生事業版総合評価方式の適用対象地域は別途定める。 
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（2）発注方式 
現在、ＵＲ都市機構の建築・設備部門においては、大きく２種類の発注

方式があり、その特徴は図３のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 発注方式の特徴 
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４ 総合評価方式実施のための組織体系 

（1）組織概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1 総合評価方式実施に係る組織体制 

 

※各タイプの説明は、「７ 総合評価方式の分類別タイプの設定」による。 

 

ＵＲ都市再生機構の総合評価方式実施方針

通達：「総合評価方式の実施について」

総合評価審査委員会

 ＜目的＞

 ■総合評価実施ガイドライン（建築・設備）の策定

 ■機構全体（建築・設備）の方針、共通事項の設定

 別途開催

 土木・造園部門

 総合評価審査委員会

 別途開催

 住宅経営部門

 総合評価審査委員会

総合評価審査委員会　分科会

 ＜目的＞

 ■「タイプA、B」の施工計画の評価項目・評価基準の設定

 ■「タイプC、D」のうち標準的な評価項目・評価基準の設定　

支社委員会

 ＜目的＞

 ■「タイプC、D」のうち個別物件の評価項目・評価基準の設定

 ■評価結果の審査（全てのタイプ）

本社

支社

建築・設備部門

総合評価審査委員会
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（2）各組織の位置付け 

1）総合評価審査委員会 

① 本社に設置 

② 下記審議事項に関し、新規策定時、見直し修正時など必要が生じ

た際に適宜、開催 

③ 審議事項 

通達に基づく「建築・設備部門のガイドライン」を策定 

ａ 総合評価方式の実施方針について 

ｂ 評価方法について 

ｃ 判定方式、落札者の決定方法について 

④ 通達「総合評価方式の実施について」記６に基づき設置 

2）総合評価審査委員会 分科会 

① 本社に設置 

② 下記審議事項に関し、新規策定時、見直し修正時など必要が生じ

た際開催 

③ 審議事項 

a ガイドラインに基づく詳細な評価項目・評価基準の設定 

施工技術確認型（タイプＡ及びＢ）の評価項目・評価基準の設定 

④ 通達「総合評価方式の実施について」記６に基づき設置 

3）支社委員会 

① 支社（事務所）に設置（ＶＥ方式又は総合評価方式の工事に係る

審査委員会を活用する） 

② 個別工事に適用する評価項目・評価基準を設定する時及び評価結

果を審査する時に開催 

③ 審議事項 

a「建築・設備部門のガイドライン」に基づく個別工事への適用・実

施に関する事項 

工事個別の評価項目・評価基準の設定と評価結果の審査。評価結

果の審査は施工技術確認型(タイプＡ及びＢ)についても実施する。 

④ 通達「総合評価方式の実施について」記３に基づき設置 
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（3）総合評価方式実施の流れ 

 

図4.2 総合評価方式実施の流れ 

 

  各タイプの説明は、「７ 総合評価方式の分類別タイプの設定」による。 

■通達「総合評価方式の実施について」(平18.4付34-155、75-5,808-14,11-76,127-25,135-71)

■総合評価審査委員会(学識経験者、弁護士、本社関係部長等)

■総合評価審査委員会分科会(委員会学識経験者の一部、本社関係課長等)

→共通事項や共通的な評価項目及び評価基準の決定

本ガイドラインを基に運用マニュアル等を作成

標準案(基本設計)がある

標準案（基本設計）がない

(技術提案を基に予定価格を作成)設計・施工分離方式
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従来型
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５ 総合評価方式の評価値の算出方法 

総合評価方式における落札者の決定においては、競争参加者の入札価格に加

えて、「技術提案等の優劣を総合的に評価」することにより、「最も評価の高い

者」を落札者とするものである。 

その前提として次の要件を満足することが条件となる。 

・入札価格が予定価格の制限の範囲内であること 

・価格以外の要素に係る提案が、すべての評価項目に関する最低限の要求を

満足していること 

また、上記に加え、競争参加者の技術提案等に対して「技術評価点」を与え、

下記で算定される「評価値」が最も高い者を落札者とする。 

「評価値」の算定方法として、主に下記に示す 2 通りがある。 

 

(1) 除算方式 

① 評価値の算出方法 

評価値 = 技術評価点         / 入札価格 

 = (標準点(100 点) + 加算点)  / 入札価格 

② 特徴 

標準点は 100 点（競争参加者の技術提案等が、発注者の示す最低限の要求

条件を満たした場合に付与する）とし、加算点が小さい場合には価格の影響

を受けて最高評価値が決まることから、価格と品質が総合的に優れた工事

の調達が実現する。 

 

(2) 加算方式 

① 評価値の算出方法 

評価値 = 価格評価点          + 技術評価点 

    = (1-入札価格/予定価格)×100 + 技術評価点 

    = (1-入札率)      ×100 + 技術評価点 

② 特徴 

      価格のみの競争では品質不良や施工不良といったリスクの増大が懸念

される場合に、施工の確実性を実現する技術力を評価することとで、これ

らのリスクを低減し、工事品質の確保を図ることができる。 
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６ 総合評価方式の評価方法等 

(1) 本ガイドラインにおける適用の取り扱い 

通達上の適用範囲及び方式については、「簡易型」、「標準型」、「高度技術提

案型」のいずれかを適用することとしているが、本ガイドラインでは、技術

提案を求めない「施工技術確認型」と、技術提案を求める「技術提案型」に

分類することとする。 

表６  総合評価方式の分類 

通達 ガイドライン 

簡易型 
施工技術確認型 

（技術提案なし） 

標準型 
技 術 提 案 型 

（技術提案あり） 
高度技術提案型 

 

(2) 評価方法等を定めるための取り扱い 

①本社が定める事項 

・実施方針 

・工事に共通する評価方法 

②支社が定める事項 

・個別物件に応じて、提案を求めて評価する工事の評価方法 

(3) 評価方法等について 

企業の技術力（過去の施工実績、企業の品質管理や地球環境配慮への取組

み等）、予定配置技術者の実績は「施工技術確認型」及び「技術提案型」共

に評価する。 

品質確保に重点を置く「施工技術確認型」については、発注工事における

競争参加資格確認申請書の提出者（以下、「競争参加者」という。）が施工上

特に注力するとした事項等を記載した「簡易な施工計画」、「品質管理に係る

施工計画及び取組み」、「工事現場における環境配慮に係る施工計画及び取組

み」、「生産性向上、業務省力化・効率化に係る施工計画及び取組み」、「維持

管理性の向上に係る施工計画及び取組み」を評価する。 
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「技術提案型」については、個別物件に応じて、物件固有の課題に対する

技術提案や新技術などの高度な技術力を要する提案を求めて評価する。 
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７ 総合評価方式の分類別タイプの設定 

(1) 総合評価方式のタイプ設定 

総合評価方式のタイプは下表の通りとする。 

表 7.1 総合評価方式のタイプ 

分類 対象とする工事 

施工技術 

確認型 

（技術提

案なし） 

タイプＡ 

比較的簡

易な工事 

従来型 施工者の現場状況及び設計図書の理解度等を

評価する工事 

地方都市 

再生事業版※ 

地方都市再生を目的とし、地元企業の積極的

な活用が求められる工事 

タイプＢ 

一般的な

工事 

従来型 設計図書を十分に理解し、工事の品質を高め

るため、施工上の工夫に関する取組みについ

て評価する工事 

提案採用型 タイプＢ（一般的な工事）において受注者・

発注者双方の業務省力化・効率化が求められ

る工事 

地方都市 

再生事業版※ 

地方都市再生を目的とし、地元企業の積極的

な活用が求められる工事 

技術提案

型 

（技術提

案あり） 

タイプＣ 

技術的工夫の余地が大き

な工事 

個別物件に応じて、技術的な工夫の余地が必

要となり、提案を求めて評価する工事 

（例：課題解決、品質向上、工事コスト縮減、工

期短縮 など） 

タイプＤ 

標準案の設定が困難な工

事等 

標準的な工法・構造等において実施すること

が困難なため、新技術等高度な技術力を要す

る提案を求めて評価する工事 

※地方都市再生事業版：施工技術確認型タイプＡ・タイプＢにそれぞれ準拠し、ＷＴＯ

案件は除く。適用対象地域は別途定める。 
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表 7.2 総合評価方式のタイプと発注方式 

発注

方式 

特徴 施工技術確認型 
技術提案型 

※２ 

基本設計 実施設計 工事 

タイプＡ 

（従来型、 

地方都市 

再生事業版） 

タイプＢ 

（従来型、 

提案採用型、

地方都市 

再生事業版） 

タイプＣ 

在来

発注 
ＵＲ ＵＲ 施工者 ○ 

○ 

（図面変更を伴わ

ない仮設等の提案

に限る） 

○ 

（図面変更を伴わ

ない仮設等の提案

に限る） 

性能

発注 
ＵＲ 施工者 施工者 

－ 

※１ 
○ ○ 

当該工事の難易度（技術的な工夫の余地）等に応じ、上表に掲げるタイプから選定する。 

※１ タイプＡは、簡易な工事が対象であり、性能発注での適用はない。 

※２ タイプＤはＵＲ都市機構の標準案がないため、別途定める。 
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〔施工技術確認型〕 

施工技術確認型は、技術的工夫の余地が小さい工事を対象に、ＵＲ都市機構が

示す仕様に基づき、適切で確実な施工を行う能力を求める場合に適用するもの

である。 

施工技術確認型では、簡易な施工計画、同種工事の施工実績、工事成績等に基

づいて評価される技術力と価格との総合評価を行い、以下の「タイプＡ」と「タ

イプＢ」に細分する。 

「タイプＡ」は比較的簡易な工事を対象としており、現場状況や施工にあたっ

ての諸条件を十分理解した上で、共通仕様書等に適合した施工計画となってい

るかを確認・評価するタイプである。 

「タイプＢ」はＵＲ都市機構の一般的な工事を対象としており、現場状況や施

工にあたっての諸条件を十分理解した上で、共通仕様書等に適合していること

を前提に、更に工夫等を行っているかなどを確認・評価するタイプである。 

「地方都市再生事業版」は、「タイプＡ」、「タイプＢ」にそれぞれ準拠する工

事を対象とし、ＷＴＯ案件は除くこととする。また、適用は別途定める適用対象

地域における都市再生事業とし、団地再生事業は対象外とする。地方都市再生事

業版では、地元企業の積極的な活用が求められているため、ＵＲの工事成績評定

点による評価を除外し、代わりに地域精通度・地域貢献度に基づいて評価を行う。 

「提案採用型」は、「タイプＢ」に準拠する工事を対象とする。技術提案に係

る競争参加者・発注者双方の事務的負担軽減を目的とし、公募時に発注者より技

術提案に関する選択化項目を提示し、競争参加者がその項目について「採用」・

「非採用」を選択することで技術評価を行う。 

なお、評価項目・評価基準等は、あらかじめ部門毎に設定することとする。 

〔技術提案型〕 

技術提案型は、技術的工夫の余地が大きな工事に対し、技術提案を求めるタイ

プであり、以下の「タイプＣ」、「タイプＤ」に細分する。 

「タイプＣ」は、技術的工夫の余地が大きい工事を対象に、ＵＲ都市機構が示

す標準的な仕様（標準案）に対し、ＵＲ都市機構が求める、あるいは社会的要請

に基づく特定の課題について施工上の工夫等の技術提案を求めることにより、

民間企業の優れた技術力を活用し、課題の解決、工事の品質向上、工事コストの

縮減、工期の短縮を図ることなどを期待する場合に適用するものである。 
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タイプＣでは、発注者が標準案に基づき算定した工事価格を予定価格とし、そ

の範囲内で提案される施工上の工夫等の技術提案と価格との総合評価を行う。 

「タイプＤ」は、技術的な工夫の余地が大きい工事を対象に、ＵＲ都市機構が

求める特定の課題について構造上の工夫や特殊な施工方法等を含む高度な技術

提案を求めることにより、民間企業の優れた技術力を活用し、課題の解決や工事

の品質をより高めることを期待する場合に適用するものである。 

タイプＤでは、より優れた技術提案とするために、必要に応じて、発注者と競

争参加者の技術対話を通じて技術提案の改善を行うとともに、技術提案に基づ

き予定価格を作成した上で、技術提案と価格との総合評価を行う。 
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(2) 標準加算点 

種目 項 目 

配 点 

施工技術確認型 技術提案型 

タイプ

Ａ 

タイプＢ タイプ

Ｃ 

タイプ

Ｄ 
従来型 提案採用型 

a. 
企 
業 
の 
技 
術 
力 

①ＵＲ工事における工事成績評定点 

11 11 11 11 11 

②ＵＲ工事の優秀工事施工業者表彰

の有無 

③国、都道府県及び政令指定都市に

よる優秀工事施工業者表彰の有無及

び URのその他の表彰の有無 

④同種工事における施工実績 

⑤ISOの取得状況及び企業の地球環境

配慮への取組み 

⑥ワーク・ライフ・バランス関連認

定の有無 

b. 
 予 
技定 
術配 
者置 

⑦ＵＲ工事における工事成績評定点 

5 5 5 5 5 ⑧ＵＲ工事の優秀工事施工業者表彰

の有無 

⑨同種工事の実績 

c. 
施 
工 
計 
画 

⑩簡易な施工計画 14 － － － － 

⑪品質管理に係る施工計画及び取組

み 

－ 
24 

24 
34 

選択化

項目は

含まな

い 

44 
選択化

項目は

含まな

い 

⑫工事現場における環境配慮に係る

施工計画及び取組み 

⑬生産性向上、業務省力化・効率化

に係る施工計画及び取組み 

⑭維持管理性の向上に係る施工計画

及び取組み 

⑮選択化項目 － 

d. 
提技 
案術 

⑯物件固有の課題に対する提案 

－ － － 
⑰新技術など高度な技術力を要する

提案 
－ 

最 大 加 算 点 30 40 40 50 60 

※：工事の特性や時勢に応じ、変更を行うものとする。ただし、a.～c.について、変更を行う場合は年度単

位とする。 

※：UR のその他の表彰とは、「機構の街づくり等事業貢献者への表彰（支社等及び部門は不問）」等を指す。 
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(2) 標準加算点（地方都市再生事業版） 

種目 項 目 

配 点 

施工技術確認型 

地方都市再生事

業版 

タイプ

Ａ 

タイプ

Ｂ 

a. 

企 

業 

の 

技 

術 

力 

①ＵＲ、国、都道府県及び政令指定都市

による優秀工事施工業者表彰の有無 

7 7 
②同種工事における施工実績 

③ISOの取得状況及び企業の地球環境配慮

への取組み 

④ワーク・ライフ・バランス関連認定の

有無 

b. 

 予 

技定 

術配 

者置 

⑤ＵＲ、国、都道府県及び政令指定都市

による優秀工事施工業者表彰の有無 

4 4 
⑥同種工事の実績 

c. 

 地 

地域 

域貢 

精献 

通度 

度・ 

⑦災害協定の締結・災害協定に基づく活

動実績 

9 13 
⑧本支店・営業所の所在地 

⑨企業における近隣地域における施工実

績 

⑩技術者における近隣地域における施工

実績 

d. 

施 

工 

計 

画 

⑪簡易な施工計画 10 － 

⑫品質管理に係る施工計画及び取組み 

－ 16 
⑬工事現場における環境配慮に係る施工

計画及び取組み 

最 大 加 算 点 30 40 

※：工事の特性や時勢に応じ、変更を行うものとする。ただし、a.～d.について、変更を行う場合は年度単

位とする。 
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８ 総合評価方式の分類別各タイプの取り扱い 

(1) 施工技術確認型（タイプＡ）について 

1）概要 

施工技術確認型（タイプＡ）は、競争参加者が発注者の示す仕様に基づ

き、適切で確実な施工を行う能力を有しているかを確認、評価することで、

当該工事を確実に施工できる企業を選定するものである。 

なお、地方都市再生事業版は、建物竣工後の維持管理における緊急対応

や災害時の連携を踏まえ、地元企業を積極的に活用するものである。 

 

2）実施手順 

標準的な実施手順は図 8.1による。 
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見積りに必要な図面

等の交付（図渡し） 

質問に対する回答閲覧 

再苦情申し立て 

入札監視委員会 

による審議 

（注３）適正な見積期間確保のため、図面等の交付期限日から入札の間は、中１０日（土日祝日を除く）以上を確保。 

※５日以内 

※５日以内 

※５日以内 

※3 日以上 

（注１）技術資料とは、技術的能力の審査に要する資料及び簡易な施工計画などの技術評価に要する資料を言う。 

■所要日数については、工事内容に応じ適宜調整可能とする。 

■標準的な手順は以下の通り。 

（10 日以上推

（20 日程

※15 日 

入札後速やかに 

掲示後速やかに 

総合評価方式のタイプ選定 

評価項目の設定 

契約審査会 

入札の実施に係る掲示 

入札説明書の交付 

競争参加資格確認資料等 

（申請書及び技術資料）の提出期

支社委員会 

（総合評価技術審査会） 

契約審査会 

（競争参加資格の確認） 

競争参加資格の確認結果の通知 

提案内容の評価の通知 

競争参加資格が無いと 

認めた理由の説明要求 

理由の説明要求に 

係る回答 

入札 

技術提案の評価 

総合評価による落札者の決定 

詳細条件審査型一般競争入札（施工技術確認型 タイプＡ、タイプＢ） 

（注２）※は土曜日、日曜日、祝祭日は含まない。 

 

質

問

書

の

提

出 

図 8.1 「詳細条件審査型一般競争入札（施工技術確認型）における標準的な手順 

必要日数 

原則 7 日 

※7 日以内 
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3）評価項目、評価の観点等 

 施工技術確認型（タイプＡ）では、a.企業の技術力、ｂ.予定配置技術者の実

績のほか、ｃ.施工計画の「簡易な施工計画」において競争参加者が設計図書に

記載のある事項の中から、当該工事において特に注力する事項およびその事項

を選択した理由の提出を求め、設計図書の理解度及び施工の確実性を確認する。 

 なお、当該工事において特に注力する事項およびその事項を選択した理由の

提出については、最大７事項までを限度とし、適切な記述がある場合は、各２

点の合計１４点を加算点とする。 

 ＵＲ都市機構は、発注者として、工事の特性を踏まえ、確認する施工計画の

項目について入札説明書において示すものとする。 

 

評価項目 提出内容 

・ 簡易な施工計画 ・ 当該工事において特に注力する事項 

・ 当該工事において特に注力する事項を選択

した理由 

 

4）提案評価に関する留意事項 

タイプＡにおいて求める「簡易な施工計画」に関する記述は必須項目である

ため、未提出や白紙（ＵＲ都市機構の示す「施工計画の項目」毎に白紙かどう

か判断）提出の際は提出書類不備により失格とする。（入札申込者が一社の場合

も入札申込者の工事に対する意欲を確認する意味合いがあることから必ず提

出を求めることとする。）なお、特に注力する事項が無いとして「提案なし。」

等として書類が提出された場合においては、白紙提出の場合と同等として扱う

こととする。 

また、「簡易な施工計画」において提出を求める記述で、設計図書の内容の理

解が乏しいことが明らかである場合は評価の対象とせず、その理由と共に入札

申込者に通知する。 

これら評価に関する事項については応札後の混乱を避けるため入札条件書

等に明記しておく必要がある。 

さらに、「簡易な施工計画」において提出を求める「特に注力する事項」は、

設計図書の内容であり、その履行の確認については、工事請負契約の内容の一

部として、通常の工事監督等において確認する事項である。そのため、当該受

注者からの施工計画に係る提案としての履行確認は行わず、履行に係る覚書に

ついても不要となる。 

これら評価に関する事項については応札後の混乱を避けるため入札条件書

等に明記しておく必要がある。 
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5）地方都市再生事業版に関する留意事項 

地方都市再生事業においても、原則、従来型の「タイプＡ」、「タイプＢ」を

適用する。ただし、地方都市再生事業において適用条件を満たし、その事業特

性から、地方都市再生事業版の適用が求められる工事においては、支社の契約

審査会での審議・承認により適用を認める。 

地方都市再生事業版は、「タイプＡ」、「タイプＢ」にそれぞれ準拠する工事を

対象とし、ＷＴＯ案件は除くこととする。また、適用は別途定める適用対象地

域における都市再生事業とし、団地再生事業は対象外とする。 

実施手順は、前述 2）の通りとする。 

評価項目、評価の観点は、a.企業の技術力、ｂ.予定配置技術者の実績の配点

がタイプＡとは異なる。また、ｃ.地域精通度・地域貢献度の配点を設定する。

ｄ．施工計画の「簡易な施工計画」は最大５事項までを限度とし、適切な記述

がある場合は、各２点の合計１０点を加算点とする。 

提案評価に関する留意事項は、前述 4）の通りとする。 
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（2）施工技術確認型（タイプＢ）について 

1）概要 

 施工技術確認型（タイプＢ）は、タイプＡにおいて求めた適切で確実な施工

を行う能力に加え、具体的且つ技術的な品質確保に関する工夫等の提案を求め、

競争参加者を評価し選定するものである。 

在来発注の工事においてタイプＢを適用する場合、計画通知の出し直しによ

るスケジュール遅延の可能性があることや建築士法上、設計図書を原則設計者

の承諾なしに修正できないことから、発注時の構造等、実施設計の内容に変更

を加える提案は行ってはならず、評価対象としない。なお、当該事項は、あら

かじめ入札説明書等に明記しておく。 

なお、地方都市再生事業版は、建物竣工後の維持管理における緊急対応や災

害時の連携を踏まえ、地元企業を積極的に活用するものである。 

 

2）実施手順 

タイプＡと同一の手順とする。タイプＡにおけるフローを参照。 

 

3）評価項目、評価の観点等 

 タイプＢでは、a.企業技術力、ｂ.予定配置技術者の実績のほか、ｃ.施工計

画において、「品質管理に係る施工計画及び取組み」、「工事現場における環境配

慮に係る施工計画及び取組み」、「生産性向上、業務省力化・効率化に係る施工

計画及び取組み」、「維持管理性の向上に係る施工計画及び取組み」について、

現場説明書、設計図書、公共工事住宅建設工事共通仕様書等に明記された標準

案を超える提案を求め、評価対象とする。 

 提案内容が以下の内容を満たす場合は「評価」と判定を行うものとする。 

① 標準案を超えている内容であること 

② 複数の要素を含まないこと 

③ 実施内容が明確かつ具体的であること（数量・箇所・時期・回数・日数・

頻度・仕様・資格・目標値・基準値等） 

④ 実施内容による効果が明確であること 

⑤ 監督員・検査員による履行確認が可能であること 

⑥ 提案内容に懸案事項が含まれている場合は対策が講じられていること 

⑦ 提案内容を実施することが確実であること（実施にあたり協議を伴うも

の、特定の条件化においてのみ実施するもの等は不可） 

なお、以下の場合には、上記に該当する場合に関わらず、「評価せず」又は「不

適切」と判定する場合がある。 

イ）一般に普及している、または多数の企業からの提案が想定される形骸化

した内容 
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ロ）実施しても効果が低いと想定される内容 

ハ）設計図書等のとおり適切に施工されれば、必要のない補修等に係る内容 

ニ）(在来発注の場合)設計図書の変更を伴う内容 

 

建築工事においては、「品質管理に係る施工計画及び取組み」のうち、「構造

躯体の施工に係る提案」は４項目までを限度、「構造躯体以外の施工に係る提

案」は４項目までを限度、「工事現場における環境配慮に係る施工計画及び取組

み」は６項目までを限度、「生産性向上、業務省力化・効率化に係る施工計画及

び取組み」は３項目を限度、「維持管理性の向上に係る施工計画及び取組み」は

１項目を限度として提案する。電気・機械設備工事においては「品質管理に係

る施工計画及び取組み」は５項目までを限度、「工事現場における環境配慮に係

る施工計画及び取組み」は６項目までを限度、「生産性向上、業務省力化・効率

化に係る施工計画及び取組み」は３項目を限度、「維持管理性の向上に係る施工

計画及び取組み」は１項目を限度として提案する。 

総合発注により工事を発注する場合、職種別の提案内容の配分は、工事の内

容に応じ設定するものとし、入札説明書に明記することとするが、一般的な集

合住宅建設工事の場合は、「品質管理に係る施工計画」について、建築６点、電

気設備２点、機械設備２点とすることを標準とする。 

 

「c.施工計画」にて求める提案は以下とする。 

評価項目 工事種別 主に求める提案 

・ 品質管理に係

る施工計画及

び取組み 

 

建築工事 ・ 構造躯体の施工における品質確保についての

具体的な提案 

1)施工時のひび割れの制御に係る提案 

2)コンクリートの品質管理体制の補強・拡充に

係る提案 

3)乾燥収縮及び自己歪低減に係る提案 

4)鉄筋、型枠に関する取組みに係る提案 

5)その他構造躯体の施工に関する取組みに係

る提案 

・ 防水に係る施工における品質確保についての

具体的な提案 

・ 当該現場独自の品質確保に関する組織的な取

組みによる具体的な提案 

（発注工事に係る職種の基幹技能者の配置） 

・ その他品質管理に関する具体的な提案 
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1)遮音・換気性能に関する取組みに係る提案 

2)断熱・防露性能に関する取組みに係る提案 

電気・機械 

設備工事 

・ 新たな工法に対する品質管理についての具体

的な提案 

・ 誤作業防止のための品質管理について具体的

な提案 

・ 試験検査方法に係る品質管理についての具体

的な提案 

・ 当該現場独自の品質確保に関する組織的な取

組みによる具体的な提案 

（発注工事に係る職種の基幹技能者の配置） 

・ その他品質管理に関する具体的な提案 

・ 工事現場における環境配慮

に係る施工計画及び取組み 

 

・ 近隣周辺環境への騒音、振動、粉塵等に対す

る具体的な対応に係る提案 

・ 工事現場での安全管理、危機管理及び健康管

理等に関する具体的な提案 

・ 発生材の抑制、再利用、再資源化及び再生資

源の積極的活用に係る具体的な提案 

・ その他工事現場における地球環境配慮への具

体的な取組みに係る提案 

・ 生産性向上、業務省力化・効

率化に係る施工計画及び取

組み 

・ 作業工程の円滑化に係る具体的な提案 

・ 機械（建設作業重機や測量機器等）に関する

縮減・作業効率化に係る具体的な提案 

・ 労務に関する縮減・作業効率化に係る具体的

な提案 

・ 工事監理の省力化に係る具体的な提案 

・ その他生産性向上や業務省力化・効率化に係

る具体的な提案 

・ 維持管理性の向上に係る施

工計画及び取組み 

・ 長寿命化に係る具体的な提案 

・ 耐久性向上に係る具体的な提案 

・ 維持管理時の作業性向上・手間縮減に係る提

案 

・ 運用時の省エネルギーに係る具体的な提案 

・ その他維持管理性の向上に係る具体的な提案 

 ※提案が、他の提案と同じ内容と判断できる場合、複数の提案をまとめて「評価」と判定する

場合がある。 
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4）提案評価に関する留意事項 

 タイプＢにおいて求める「品質管理に係る施工計画及び取組み」、「工事現場

における環境配慮に係る施工計画及び取組み」、「生産性向上、業務省力化・効

率化に係る施工計画及び取組み」、「維持管理性の向上に係る施工計画及び取組

み」に関する提案は必須項目であるため、未提出、白紙提出の際は提出書類不

備により失格とする。（標準案によるとして提案を行わない場合は「標準案によ

ることから、提案なし。」として書類の提出を求める。また、競争参加者が一社

の場合も競争参加者の技術力、工事に対する意欲を確認する意味合いがあるこ

とから必ず提出を求めることとする。） 

競争参加者によっては評価される提案を多くするために、非常に多くの事項

を提案することが考えられることから、評価に対する作業効率を高め公平性を

保つよう、その提案数を限定し、提案内容を具体的で履行が確認しやすいもの

とすることが望ましい。 

また、提案については 

 

・「評価」 …具体的且つ効果的であるとして評価に値する提案 

 

・「評価せず」 …品質管理上行っても問題はないが、具体性に欠ける、又は

一般的に行われる（多数の企業からの提案が想定され形骸

化している）ことであり、評価に値しないと判断される提

案 

ＵＲ都市機構のホームページにおいて公表している「ＵＲ

都市機構において今後評価しない技術提案内容（総合評価

ガイドライン建築・設備部門）」に記載される提案 

 

・「不適切」  …在来発注工事において工事目的物の構造、仕様等、実施設

計の変更を要する提案 

安全面、品質面等で適切でないことが明らかである等、品

質管理上行ってはならない提案 

 

の３つに分類して評価し、資格確認結果の通知に合わせて（入札前に）その内

訳を入札申込者に通知する。その際、「評価せず」とした提案は評価の対象とは

なっていないが、履行を制限するものではないこと、「不適切」とした提案につ

いては評価対象にはなっておらず、履行してはならないことを明確にして通知

する必要がある。 

これら評価に関する事項については応札後の混乱を避けるため入札条件書等

に明記しておく必要がある。 
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5）地方都市再生事業版に関する留意事項 

地方都市再生事業においても、原則、従来型の「タイプＡ」、「タイプＢ」を

適用する。ただし、地方都市再生事業において適用条件を満たし、その事業特

性から、地方都市再生事業版の適用が求められる工事においては、支社の契約

審査会での審議・承認により適用を認める。 

地方都市再生事業版は、「タイプＡ」、「タイプＢ」にそれぞれ準拠する工事を

対象とし、ＷＴＯ案件は除くこととする。また、適用は別途定める適用対象地

域における都市再生事業とし、団地再生事業は対象外とする。 

実施手順は、前述 2）の通りとする。 

評価項目、評価の観点は、a.企業の技術力、ｂ.予定配置技術者の実績の配点

がタイプＢ（従来型）とは異なる。また、ｃ.地域精通度・地域貢献度の配点を

設定する。ｄ．施工計画については、建築工事においては、「品質管理に係る施

工計画及び取組み」のうち、「構造躯体の施工に係る提案」は４項目までを限度、

「構造躯体以外の施工に係る提案」は４項目までを限度、「工事現場における環

境配慮に係る施工計画及び取組み」は６項目までを限度として提案する。電気・

機械設備工事においては「品質管理に係る施工計画及び取組み」は５項目まで

を限度、「工事現場における環境配慮に係る施工計画及び取組み」は６項目まで

を限度として提案する。 

提案評価に関する留意事項は、前述 4）の通りとする。 
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（3）施工技術確認型（タイプＢ・提案採用型）について 

1）概要 

 従前の施工技術確認型（タイプＢ・従来型）では、競争参加者・発注者双方

の事務的負担が大きく、その負担軽減を目的に提案採用型を導入する。 

提案採用型の技術提案は、従来通りの記述式による提案と選択化項目を併用

して実施する。本社が提示した選択化項目を、支社にて個別物件の特性に応じ

て求めたい提案テーマを選定し、公募時に提示する。競争参加者は選択化項目

毎に採用・非採用を選択し、支社はその採否をもって技術評価を行う。なお、

記述式による提案は、これまで通りの評価方法と変わらない。 

 

2）実施手順 

タイプＡと同一の手順とする。タイプＡにおけるフローを参照。 

 

3）評価項目、評価の観点等 

 提案採用型では、a.企業技術力、ｂ.予定配置技術者の実績のほか、ｃ.施工

計画において、「品質管理に係る施工計画及び取組み」、「工事現場における環境

配慮に係る施工計画及び取組み」、「生産性向上、業務省力化・効率化に係る施

工計画及び取組み」、「維持管理性の向上に係る施工計画及び取組み」について、

現場説明書、設計図書、公共工事住宅建設工事共通仕様書等に明記された標準

案を超える提案を求め、評価対象とする。また、ｃ.施工計画における「選択化

項目」は、採用の可否を評価する。 

 提案内容について「評価」、「評価せず」又は「不適切」と判定を行う基準は

タイプＢを参照する。 

 

建築工事においては、「品質管理に係る施工計画及び取組み」のうち、「構造

躯体の施工に係る提案」は２項目までを限度、「構造躯体以外の施工に係る提

案」は１項目までを限度、「工事現場における環境配慮に係る施工計画及び取組

み」は２項目までを限度、「生産性向上、業務省力化・効率化に係る施工計画及

び取組み」は２項目を限度、「維持管理性の向上に係る施工計画及び取組み」は

１項目を限度として提案する。電気・機械設備工事においては「品質管理に係

る施工計画及び取組み」は３項目までを限度、「工事現場における環境配慮に係

る施工計画及び取組み」は２項目までを限度、「生産性向上、業務省力化・効率

化に係る施工計画及び取組み」は２項目を限度、「維持管理性の向上に係る施工

計画及び取組み」は１項目を限度として提案する。 

「選択化項目」については、各工事で求める内容を設定し、配点が１６点と

なるよう換算する。 
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「c.施工計画」にて求める提案は以下とする。 

評価項目 

（全工事種別共通） 
主に求める提案 

・ 品質管理に係る施工計画及

び取組み 

・ 当該現場独自の品質確保に関する組織的な

取組みによる具体的な提案 

（発注工事に係る職種の基幹技能者の配置） 

・ その他品質管理に関する具体的な提案 

・ 工事現場における環境配慮

に係る施工計画及び取組み 

・ その他工事現場における地球環境配慮への

具体的な取組みに係る提案 

・ 生産性向上、業務省力化・効

率化に係る施工計画及び取

組み 

・ 当該現場独自の生産性向上に関する具体的

な提案 

・ 維持管理性の向上に係る施

工計画及び取組み 

・ 当該現場独自の維持管理性の向上に関する

具体的な提案 

※提案が、他の提案と同じ内容と判断できる場合、複数の提案をまとめて「評価」と判定する

場合がある。 

 

4）提案評価に関する留意事項 

 タイプＢと同一のため、タイプＢを参照する。 
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(4) 技術提案型（タイプＣ）について 

1）概要 

 技術提案型（タイプＣ）は、特に検討、解決を要する物件固有の技術的課題

等に関して、発注者においても標準案としての対応方法を発注図面等で示して

いるが、そのほかの対応方法について競争参加者に提案を求め、評価すること

により課題の解決及び工事の品質向上を期待するものである。 

 

2）実施手順 

 標準的な実施手順は図 8.2による。 
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（10 日以上推

（30 日程度） 

図 8.2 「詳細条件審査型一般競争入札」（技術提案型）における標準的な手順 

※５日以内 

※５日以内 

※５日以内 

※3 日以上 

（注１）技術資料とは、技術的能力の審査に要する資料及び簡易な施工計画などの技術評価に要する資料を言う。 

■所要日数については、工事内容に応じ適宜調整可能とする。 

■標準的な手順は以下の通り。 

原則７日 

必要日数 

※15 日 

入札後速やかに 

掲示後速やかに 

総合評価方式のタイプ選定 

評価項目の設定 

契約審査会 

入札の実施に係る掲示 

入札説明書の交付 

競争参加資格確認資料等 

（申請書及び技術資料）の提出期

支社委員会 

（総合評価技術審査会） 

契約審査会 

（競争参加資格の確認） 

競争参加資格の確認結果の通知 

提案内容の評価の通知 

競争参加資格が無いと 

認めた理由の説明要求 

理由の説明要求に 

係る回答 

入札 

技術提案の評価 

総合評価による落札者の決定 

見積りに必要な図面

等の交付（図渡し） 

 

質

問

書

の

提

出 

質問に対する回答閲覧 

再苦情申し立て 

入札監視委員会 

による審議 

詳細条件審査型一般競争入札（技術提案型 タイプＣ） 

（注２）※は土曜日、日曜日、祝祭日は含まない。 

（注３）適正な見積期間確保のため、図面等の交付期限日から入札の間は、中１０日（土日祝日を除く）以上を確保。 

支社委員会（総合評価技術審査

会） 

※7 日以内 
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3）評価項目、評価の観点等 

技術提案型（タイプＣ）においては、タイプＢにおいて評価対象とした a.企

業技術力、ｂ.予定配置技術者の実績、ｃ.施工計画における「品質管理に係る

施工計画及び取組み」、「工事現場における環境配慮に係る施工計画及び取組み」、

「生産性向上、業務省力化・効率化に係る施工計画及び取組み」、「維持管理性

の向上に係る施工計画及び取組み」に加え、「物件固有の課題に対する技術提案」

を求め、その効果、実現性、安全性等について審査・評価を行う。 

 

評価項目 評価の視点 

・ 物件固有の課題に対する技

術提案 

・ 技術提案の効果 

・ 技術提案の実現性 

・ 技術提案の安全性 

・ その他物件固有の課題に対して評価の視点

として必要な事項 

※上記以外は、タイプＢに準ずる。 

 

4）提案評価に関する留意事項 

 提案に対する評価にあたっては、提案を求める課題を設定する際にあらかじ

め効果、現実性、安全性等の評価指標を定め、その評価指標に基づいて評価する

ことで競争参加者からの提案について総合的に優劣を判断し、技術力の差が加

算点に的確に反映させることに留意する。 

また、ｃ.施工計画とｄ.技術提案それぞれにおいて提出された提案の内容が

重複していると判断できる場合には、ｃ.施工計画における提案は評価対象とせ

ず、ｄ.技術提案での提案項目を評価対象とする。 
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(5) 技術提案型（タイプＤ）について 

1）概要 

技術提案型（タイプＤ）は、技術提案型（タイプＣ）と基本的には同じであり、

特定の技術的課題等に対し企業から提案される構造上の工夫や特殊な施工方法

等を評価することにより、工事品質向上を期待するものである。 

本タイプにより企業の高い技術力を有効に活用することで、コストの縮減や

工事目的物の性能・機能の向上、工期短縮等の施工の効率化等、一定のコストに

対して、得られる品質が向上し、事業の効率的な執行につながるものと期待で

きる。 

しかし、ＵＲ都市機構においては、「標準案（基本設計）の作成ができない工

事」又は「技術提案を基に予定価格を作成する工事」を発注する可能性は極めて

低いことから、タイプＤを適用することは、直ちには想定していない。タイプＤ

を適用する際は国土交通省の定める「高度技術提案型総合評価方式の手続きに

ついて（平成 18 年 4 月 18日国営計第 12号他）」を準用することとする。 

以下に「高度技術提案型総合評価方式の手続きについて（平成 18 年 4 月 18

日国営計第 12 号他）」の概要を示す。 
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〈参考〉 

「高度技術提案型総合評価方式の手続きについて（平成 18 年 4月 18 日国営計第 12 号他）」の概要 

高度技術提案型における審査・評価 

１． 分類 

高度技術提案型の適用が想定される工事内容を表 8.1に示す。 

 

Ⅰ型及びⅡ型については、発注者が標準案を作成することができない場合や、複数

の候補があり標準案を作成せずに幅広い提案を求めることが適切な場合であり、いず

れも標準案を作成しないものである。 

したがって、設計・施工一括発注方式を適用し、施工方法に加えて工事目的物自体

について提案を求めることにより工事目的物の品質や社会的便益が向上することを

期待するものであり、技術提案をもとに予定価格を作成することが基本となる。 

Ⅲ型は、高度な施工技術や特殊な施工方法等の技術提案を求めることにより、工事

価格の差異に比して社会的便益が相当程度向上することを期待する場合に適用する

ものであり、その場合には技術提案をもとに予定価格を作成することが基本となる。 

従来社会的便益の増加額等から算定した総合評価管理費を考慮し、予定価格の作成

を行う場合（総合評価管理費計上型）があったが、今後このような場合には高度技術

提案型のⅢ型を適用し、技術提案を元に予定価格を作成することを基本とする。 

工事規模の大小により、高度技術提案型の適用や類型を判断することのないよう留

意する。 

 

 

 

 

 

 
タイプ 工事内容 標準案の有無

求める技術提案
の範囲

発注形態の目安

・　工事目的物
・　施工方法

・　工事目的物
・　施工方法

Ⅰ型

Ⅱ型

設計・施工
一括発注

設計・施工
一括発注

設計・施工
分離発注

Ⅲ型

・　施工方法
（施工方法の変更に
より工事目的物の変
更を伴う場合には、工
事目的物の変更を認
める）

有

標準技術による標準案に対し、高度な
施工技術や特殊な施工方法の活用
により、社会的便益が相当程度向上
することを期待する場合

高度技術提案型の適用の考え方

通常の構造・工法では、工期等の
制約条件を満足した工事が実施
できない場合

想定される有力な構造形式や工法が
複数存在するため、発注者として
あらかじめ一つの構造・工法に絞り
込まず、幅広く技術提案を求め、
最適案を選定することが適切な場合

無
（複数の候補有）

無

表 8.1高度技術提案型適用の考え方 
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２．実施手順 

競争参加者が技術提案を作成するための期間及び技術提案を改善するための期間

については、工事内容や技術提案の範囲等を踏まえ十分に確保する。 

 

 

また、発注者が技術提案を審査する期間については、短縮に努めるものとする。 

なお、掲示から技術提案の提出までの期間が１ヶ月程度を超える場合は、掲示から

１ヶ月程度の時点で申請書及び技術提案を除く資料の提出を求め、技術提案を除く競

争参加資格の審査を行い、資格がないと認めた場合には直ちにその旨を競争参加者に

通知することとする。 

 

 

図 8.3高度技術提案型の実施手順 

※ Ⅰ型及びⅡ型の場合は２～３ヶ月程度、Ⅲ型の場合は１～２ヶ月程度を基本とする。
なお、Ⅲ型において技術提案の提出までの期間を１ヶ月程度とする場合には、
申請書及び資料と同時に技術提案の提出を求めてもよい。

競争参加者 発注者 外　部

評価方法の設定

掲示・入札説明書交付

資料作成説明会

申請書及び資料の提出
(技術提案を除く）

申請書及び資料の提出
(技術提案を除く）

競争参加資格の確認結果の通知
(資格がないと認めた場合）

技術提案の提出
(設計数量を含む）

技術提案の審査 学識経験者・第三者機関等の活用

技術提案の改善（技術対話）

改善された技術提案の提出

改善された技術提案の審査

競争参加資格の確認

必要に応じて見積の提出

予定価格の作成

入　札

総合評価
(改善された技術提案・入札価格）

落札者の決定

契　　約

1ヶ月程度

1～3ヶ月
程度※

2週間程度

1ヶ月程度

1ヶ月程度

学識経験者・第三者機関等の活用

学識経験者の意見聴取

改善過程の公表

品確法第１３条

品確法第１４条

技術的判断の必要性に応じて実施

技術的判断の必要性に応じて実施

品確法第１３条

必要性に応じて実施
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３．明示すべき事項 

(1) 要求事項 

要求事項として、工事目的物の性能・機能等の要求要件（最低限の要求要件、評

価する上限がある場合には上限値）、技術提案を求める範囲、施工条件等を入札説明

書等、契約図書への明示を徹底する。特にⅠ型及びⅡ型については標準案を提示し

ないため、要求事項を詳細に明示することが重要である。 

 

(2) 設計数量等の提出要請 

1) 設計数量の提出 

競争参加者に対し、当該技術提案を作成した際の基礎となっている設計数量に

ついて、積算体系に沿った工種、種別、細別及び規格に対応させた数量を記入した

数量総括表及び内訳書の提出を求める。 

なお、設計数量の提出を求める範囲は、積算体系上、Ⅰ型及びⅡ型は直接工事費

及び共通仮設費の積上げ計算に必要な数量を基本とし、Ⅲ型はそれらのうち技術提

案を求める部分のみとする。 

 

2) 見積の提出 

予定価格を算定する際に単価表等の見積が必要な場合には、技術対話において

見積の提出を要請する。競争参加者は、改善された技術提案の審査を経て競争参加

資格があると確認された後、要請された見積を提出する。 

 

3) 留意事項 

① 各種資料の提示 

技術提案の作成に参考となる各種資料（地質調査結果、標準案を示す場合は設

計業務報告書、図面等）を入札説明書に明示し、要請があれば競争参加者への閲

覧等により示す。 

また、当該工事に適用が考えられる発注者独自のアイデアやＮＥＴＩＳ等に

公開されている技術がある場合には、あらかじめ入札説明書等に参考情報とし

て提示する。 

 

② 技術提案書の分量 

技術提案を求める範囲を踏まえ、技術提案書の分量の目安を示すことにより、

競争参加者に過度の負担をかけないよう努める。 

 

③ 検討期間の確保 

優れた技術提案の検討が可能となるように技術提案の作成に要する期間を十

分に確保する。 
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④ リスク分担の明示（設計・施工一括発注方式の場合） 

契約時点での不確定要因（施工条件、地質条件等）を抽出し、契約時と状況

が異なった場合に、発注者及び受注者のどちらの負担とするかを契約図書に明

示する。 

 

⑤ 設計の照査（設計・施工一括発注方式の場合） 

設計・施工一括発注方式においては、詳細（実施）設計終了後の照査が品質の

確保上重要であり、必要に応じて概略設計や予備（基本）設計を実施したコンサ

ルタント等の活用を図る。 

 

4)自由提案の受け付け 

指定した評価項目以外に、総合的なコストの縮減や工事目的物の性能・機能の向

上、社会的要請への対応に関して、競争参加者からの提案が見込まれる場合にはこ

れらについての創意工夫等の自由提案を受け付け、加点項目として評価することが

考えられる。その場合は、あらかじめ入札公告や入札説明書において、自由提案の

受け付けを認める旨、及び評価における扱い（例えば｢最大○点加算｣等）を明示す

ることが必要となる。 

 

４．評価項目 

高度技術提案型においては、「企業の高度な技術力」に係る評価項目として、以

下の項目について高度な技術や優れた工夫等を含む技術提案の提出を求め、技術対

話の実施に先立ち、技術提案の実現性や安全性等について審査を行う。 

 

○ 技術提案（定量的及び定性的な評価項目） 

・ 新技術・新工法の採用等に関する提案 

・ ライフサイクルコスト、所用性能確保のための提案 

・ その他、高度な技術力を要する提案 

など 

○ 施工計画 

・ 技術提案に係る具体的な施工計画 

 

施工計画については、技術提案に関して施工計画で示されることとなる提案根拠、

安全性、確実性、品質向上への取り組み等を評価するものとする。 

技術提案については、定量的な評価項目だけでは提案に対する多面的評価が困難

となる恐れがあるため、定性的な評価項目を併せて設定することを基本とする。 

また、技術提案に係る評価項目を多数設定することは競争参加者にとって多大な

負担となり、技術提案の質も落ちる恐れがあるため、発注者は当該工事の特性を理 
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解した上で、重要な技術的課題を抽出し、特化した提案を競争参加者に求めると

ともに、抽出した技術的課題の重要度に応じて配点を設定し、技術力の差が加算点

に的確に反映されるような評価基準を設定することが重要である。 

 

５．技術提案の審査 

技術提案には新技術や新工法等が多く含まれ、専門的知識が必要となることが想

定されるため、提案内容に応じて学識経験者等を活用し、審査体制の充実に努める

ものとする。 

(1) 要求事項の確認 

要求事項に対し、技術提案の内容に要求要件や施工条件を満たさない事項がな

いか確認する。 

 

(2) 技術提案の実現性、安全性等の確認 

新技術・新工法についてはＮＥＴＩＳ等を活用して情報収集に努め、技術提案

の実現性、安全性等を確認する。 

 

(3) 設計数量の確認 

技術提案と併せて提出された数量総括表及び内訳書の内容について、以下の事

項を確認する。 

 

［確認事項の例］ 

・ 積算基準類における工事工種体系に沿っているか 

・ 技術提案内容に応じた内訳となっているか 

・ 工事目的物の仕様に基づく数量が計上されているか 

・ 積算基準類に該当しない工種、種別、細別及び規格があるか 等 

 

６．技術提案の改善（技術対話） 

技術提案の内容の一部を改善することでより優れた技術提案となる場合や、一部

の不備を解決できる場合には、発注者と競争参加者の技術対話を通じて、発注者か

ら技術提案の改善を求め、または競争参加者に改善を提案する機会を与えることが

できる。 

(1) 技術対話の実施 

1) 技術対話の範囲 

技術対話の範囲は、技術提案及び技術提案に係る施工計画に関する事項とし、

それ以外の項目については、原則として対話の対象としない。 
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2) 技術対話の対象者 

技術対話は、技術提案を提出したすべての競争参加者を対象に実施する。 

競争参加者間の公平性を確保するため、複数日に跨らずに実施することを基

本とし、競争参加者が他者の競争参加を認知することのないよう十分留意する。 

また、技術対話の対象者は、技術提案の内容を十分理解し、説明できるもの

とすることから複数でも可とする。ただし、提案者と直接的かつ恒常的な雇用

関係にある者に限るものとする。 

 

3) 技術対話の手順 

競争参加者側から技術提案の概要説明を行った後、技術提案に対する確認、

改善に関する対話を行うものとする。 

なお、技術対話において他者の技術提案、参加者数等の他者に係る情報は一

切提示しないものとする。 

 

① 技術提案の確認 

競争参加者から技術提案の特徴や利点について概要説明を受け、施工上の

課題認識や技術提案の不明点について質疑応答を行う。 

 

②改善要請 

技術提案の内容に要求要件や施工条件を満たさない事項がある場合には、

技術対話において提案者の意図を確認した上で必要に応じて改善を要請し、

技術提案の再提出を求める。要求要件や施工条件を満たさない事項があり、そ

の改善がなされない場合には、発注者は当該競争参加者に対し競争参加資格

がないとする旨を通知する。 

また、新技術・新工法の安全性等を確認するための資料が不足している場合

には、追加資料の提出を求める。 

 

③自発的な技術提案の改善 

ＵＲ都市機構側の改善要請だけでなく、競争参加者からの自発的な技術提案

の改善を受け付けることとし、この旨を入札説明書等に明記する。 

 

④見積の提出要請 

設計数量の確認結果に基づき、必要に応じて数量総括表における工種体系の

見直しや単価表等の提出を競争参加者に求める。競争参加者に提出を求める

単価表等は、土木・造園工事積算要領等にないものに限ることとする。 

競争参加者は、競争参加資格があると確認された後、要請された単価表等の

見積を提出するものとする。 
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4) 文書による改善要請事項の提示 

技術対話時または技術対話の終了後、競争参加者に対し速やかに改善要請事

項を書面で提示するものとする。 

 

5) 改善された技術提案の審査 

予定価格算定の対象とする技術提案を選定するため、改善された技術提案を

審査し、各競争参加者の技術評価点を算出する。 

 

７．予定価格の作成 

高度技術提案型においては、競争参加者からＵＲ都市機構の積算要領等にない

新技術・新工法等が提案されることが考えられるため、競争参加者からの技術提

案をもとに予定価格を定めることができる。 

予定価格は、結果として最も優れた提案を採用できるように作成する必要があ

り、各技術提案の内容を部分的に組み合わせるのではなく、一つの優れた技術提

案全体を採用できるように作成するものとする。 

なお、予定価格については発注者としての説明責任を有していることに留意し、

学識経験者への意見聴取結果を踏まえて定める。 

 

(1) 予定価格の算定方法選定の考え方 

競争参加者から再提出された技術提案の技術評価点と、当該技術提案を実施す

るために必要な設計数量等をもとに算定した価格（以下「見積価格」という）に基

づき、予定価格の算定方法を選定する。予定価格の算定方法は以下の４つの方法

が考えられる。 

 

① 評価値の最も高い技術提案に基づく価格を予定価格とする。 

② 技術評価点の最も高い技術提案に基づく価格を予定価格とする。 

③ 見積価格の最も高い技術提案に基づく価格を予定価格とする。 

④ 技術評価点の最も高い技術提案が評価値も最も高くなる価格 

（最も高い技術評価点を最も高い評価値で除して得られた値）を予定価格とす

る。 

 

これらのうち、結果として最も優れた技術提案を採用できるように、②技術評

価点の最も高い技術提案に基づき予定価格を算定することを基本とする。 

ただし、工事内容や評価項目、評価結果等によっては学識経験者の意見を踏ま

えた上で他の方法を採用してもよい。 
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表 8.2 予定価格の算定方法選定の考え方 （図 8.4 参照） 

予定価格の算定方法 長所 短所 

①評価値の最も高い技

術提案に基づく価格

〔図中のＢ〕 

●ＶＦＭの考え方に則っており、予

定価格の意味合いが明確。 

●Ｂの見積価格が安い場合には落

札者が限定される可能性が高く、

最終的に評価値の高い提案を採

用できないことがあり得る。 

②技術評価点の最も高

い技術提案に基づく

価格〔図中のＥ〕 

●技術的に最も優れた技術提案が 

排除されない。 

●入札時点での競争性が確保され

る可能性が高い。 

●評価値の最も高い提案に比べて

評価値が低く、その分価格が割高

となっている。 

③見積価格の最も高い

技術提案に基づく価

格〔図中のＤ〕 

●予定価格を上回る入札が行われ

る可能性が低い。 

●入札時点での競争性が確保され

る。 

●評価値の最も高い提案に比べて

評価値が低く、その分価格が割高

となっている。 

④技術評価点の最も高

い技術提案が評価値

も最も高くなる価格

〔図中のＥ’〕 

●技術的に最も優れた技術提案を

採用できる可能性がある。 

●ＶＦＭの考え方に則っており、割

高な予定価格となることを防止

できる。 

●予定価格に対応する工事内容が

存在せず、仮想的な予定価格にな

る。 

 

図 8.4 予定価格の算定方法選定のイメージ 



- 42 - 

(2) 学識経験者の意見聴取 

高度技術提案型において、競争参加者からの技術提案を基に作成する予定価格

の妥当性を確保するため、技術提案の審査にあたっては学識経験者の意見を聴く

必要がある（品確法第１４条）。 

 

1) 意見聴取の方法 

学識経験者への意見聴取の時期は、技術対話後、入札前を基本とし、予定価格

情報の管理の観点から、意見を聴く学識経験者の数は必要最小限とするとともに、

その匿名性や守秘義務の確保、及び資料の管理等について十分留意する。 

 

2) 意見聴取の内容 

学識経験者の意見聴取は、予定価格の積算額ではなく、予定価格の作成方法

や考え方等について意見を聴くものとする。意見聴取内容の例を次に示す。 

なお、意見聴取した結果に基づき作成した予定価格については、発注者が妥

当性の説明責任をもって決定することに留意する。 

 

〔意見聴取内容の例〕 

・予定価格算定の対象となった技術提案の適切性 

技術評価点と見積価格の図表上でどの技術提案を採用したかの考え方の妥当性 

・予定価格の算定方法の適切性 

技術提案を実施するために必要な設計数量等の検証や積算基準類への置換えの

妥当性 

 

以 上 
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９ 評価した提案内容の担保 

受注者の提示した施工計画・技術提案のうち、ＵＲ都市機構が評価した項目は契約

内容の一部となるため、受注者が当該施工計画・技術提案を履行できなかった場合の

措置（ペナルティ等）をあらかじめ定めておく必要がある。 

 具体的対応としては、工事請負契約書及び添付図書とは別に、受注者からの技術提

案のうちＵＲ都市機構が評価した内容、履行確認、不履行の場合の措置等について、

様式のとおりＵＲ都市機構及び受注者間で覚書を取り交わすこととし、その旨を現場

説明書に明記する。 
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１０ 提案内容の具体的確認方法 

「施工計画・技術提案の履行に係る覚書」に基づき、当該工事の契約後、速やか

にＵＲ都市機構が評価した施工計画・技術提案に係る施工計画書の提出を受注者に

求め、関係部署（発注部署、工事監督部署、検査担当部署）において確認を行い、工

事施工中の工事監督及び検査の中で提案内容の実施状況等をチェックシート等によ

り確認する。 

ＵＲ都市機構が評価した施工計画・技術提案に係る施工計画書には、施工計画・

技術提案毎の実施、確認、管理に係る方法と時期を明示したチェックシートを含む

ものとする。 

ＵＲ都市機構が評価した施工計画・技術提案について、工事施工中の工事監督等

において実施されていないと判断された場合、速やかに受注者に指摘を行い、当該

施工計画・技術提案が確実に履行されるよう促すものとする。その指摘にも関わら

ず、もしくは、ＵＲ都市機構として納得に足る当該施工計画・技術提案を履行しな

い明確な理由がないにも関わらず、建物竣工までの間で実施されなかった場合、又

は、ＵＲ都市機構の指摘の後実施された場合は、ペナルティを科すものとする。 

 

 なお、受注者から提案された施工計画・技術提案のうち、ＵＲ都市機構が「標準

的である」「仕様書のとおりである」などと判断し、評価しなかった項目については、

総合評価制度における履行確認は行わないものとし、また、ＵＲ都市機構が「採用

することは不適切」として不採用とした項目については、工事において履行させな

いよう工事監督・検査を行うものとする。 

 

表 10.1 評価内容ごとの対応表 

評 価 受注者の対応 工事成績評定での対応 

提案として「評価」 工事において実施 技術提案として、未実施の場合、技術

提案の項目において減点 

標準的等であり「評

価せず」 

工事において実施す

るかどうかは受注者

が選択 

標準案とおりの建物として工事監

督・検査の中で評定。 

提案として「不適切」 工事において実施し

てはならない。 

実施した場合、技術提案以外の項目

において減点 

 

 

また、ＵＲ都市機構が評価した施工計画・技術提案の不履行が工事目的物の瑕疵

に該当する場合は、工事請負契約書及び技術提案の履行に係る覚書に基づき、瑕疵

の修補を請求し、又は修補に代え若しくは修補とともに損害賠償を請求する。 

ただし、履行されていないＵＲ都市機構が評価した施工計画・技術提案について、
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工事現場や近隣周辺の状況等により技術提案を履行できない明確な理由について

文書（施工計画書を含む）による提出があり、その理由をＵＲ都市機構として認め

る場合は、当該施工計画・技術提案の履行を行わなくてよいものとして、工事成績

評定における減点等は行わないものとする。なお、当該施工計画・技術提案を履行

しない理由を認める場合は、受注者に文書にて回答するものとする。 

また、ＵＲ都市機構が評価した施工計画・技術提案について、現場周辺状況の変

化等により、受注者に履行させることが適切でないとＵＲ都市機構が判断し中止を

依頼する場合、また、ＵＲ都市機構の都合により履行の中止を依頼する場合は、そ

の旨を文書により受注者に通知するものとする。なお、提案内容の中止により、受

注者に損害（資材等の撤去や復旧等）が発生した場合の費用はＵＲ都市機構の負担

とする。 

なお、本事項の実施に関しては、入札説明書、現場説明書等に明記し、競争参加

者、契約相手先に周知することとする。 
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１１ 提案内容の不履行の場合の措置 

ＵＲ都市機構が評価した施工計画・技術提案について、実施されていないとの指

摘にも関わらず、もしくは、ＵＲ都市機構として納得に足る施工計画・技術提案を

履行しない明確な理由がないにも関わらず、ＵＲ都市機構が評価した施工計画・技

術提案が履行されない場合は、ＵＲ都市機構は、評価した施工計画・技術提案の不

履行に対する担保として、受注者に対するペナルティを科すこととし、ペナルティ

は工事成績評定における減点とする。 

工事成績評定の減点については、評価した施工計画・技術提案毎に行うものとし、

履行されなかった１提案毎に５点、工事監督等における不履行の指摘を踏まえ実施

した場合は１提案毎に１点、また、不履行項目に係る減点の累積で最大で２０点の

減点を行うものとする。 

（注：不履行項目が５項目あっても、２０点の減点とする。） 

 

さらに技術提案型のタイプ C、D において、ＵＲ都市機構が評価した技術提案が工

事目的物本体の一部となっている場合は、工事請負契約の債務不履行として、支社

委員会等で審議のうえ、追加のペナルティ（契約解除、損害賠償等）を決定する。 

また、施工計画・技術提案の不履行が工事目的物の瑕疵に該当する場合は、工事

請負契約書及び技術提案の履行に係る覚書に基づき、瑕疵の修補を請求し、又は修

補に代え若しくは修補とともに損害賠償を請求する。 

なお、評価した施工計画・技術提案については、工事の入札段階で加算点として

既に評価されていることから、工事成績評定における「4. 施工技術」「5. 創意工夫」

においては改めて評価を行わないこととし、不履行についても竣工時にペナルティ

として減点することから、評価した技術提案が工事目的物本体の一部となっている

タイプ C、タイプ Dを除き、工事成績評定における「2. 施工状況 Ⅰ. 施工管理」、

「3. 出来形及び出来ばえ」においては評価を行わないこととする。 

注）基本的に「施工計画」又は「技術提案」の評価項目別に設定するものとする。 

ただし、タイプ C、タイプ D における技術提案の求め方によってはこの限りで

ないが、ペナルティは、最大２０点（「2. 施工状況 Ⅰ. 施工管理」、「3. 出来

形及び出来ばえ」における減点を除く。）までの設定とする。 
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１２ 継続的な改善の実施 

(1) ガイドラインの改善 

本ガイドライン記載の内容については、総合評価方式を実施していく中で明ら

かになった改善を要する事項や、制度改変により修正が必要となった事項、新た

な取組みとして追加する事項などが発生した場合は、適切な時期に修正や追加な

どを行うこととする。 

修正・追加を行う際は、総合評価審査委員会や同分科会を活用し、学識経験者

などの意見聴取を行うものとする。 

 

(2) 評価者（ＵＲ都市機構職員）の技術力向上 

総合評価方式では技術評価の結果が落札者決定に大きな影響を与えるため、技

術評価に当たっては、透明性、客観性を持ち説明責任を果たせるよう留意する必

要がある。 

そのため、共通の評価方法や評価項目を定めるガイドラインの策定時の、総合

評価審査委員会、同分科会の開催、学識経験者などへの意見聴取の実施をはじめ

とし、各個別工事に適用する際の支社委員会の開催、評価結果の公表などを実施

していくこととなるが、技術提案等への評価における主観の完全排除が不可能で

あることから、評価者ひとりひとりが適切な評価を行い、妥当性のある評価結果

による落札者決定が行われるようにして行くことが重要であり、同時に対外的に

も強く望まれてくるものと考えられる。 

今後、ＵＲ都市機構職員の技術力向上、技術の的確な継承及び客観性を維持す

るため、研修等を実施していくことが必要である。 

 

(3) 評価結果の審査 

評価項目の設定、評価結果に関しては、その妥当性を精査し必要であれば、ガ

イドラインの改善等を行うことが重要である。そのため工事発注状況などを勘案

しながら、１年に１回以上の頻度で、実施工事の評価項目・配点の設定、評価結

果に関して、学識経験者の意見聴取を行うこととする。 
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（様式） 

施工計画・技術提案の履行に係る覚書（案） 

 

 独立行政法人都市再生機構を甲とし、       を乙として、令和 年 月 日締結

した工事（以下「工事」という。）の入札説明書に規定する総合評価方式の施工計画・技術提

案の履行に関し、甲及び乙は、次に掲げる事項について、覚書を交換する。 

１ 甲が評価した施工計画・技術提案は別紙（様式１又は様式１－１）のとおりとする。 

２ 甲は、周辺の状況の変化等により、施工計画・技術提案の全部又は一部について、実施

することが不適切と判断した場合は、乙に文書による通知（様式２又は様式２－１）の

上、当該技術提案の実施を中止又は停止することができるものとする。その場合、乙はそ

の指示に従うものとする。なお、中止又は停止に伴い、乙に損害が発生した場合の費用は

甲の負担とする。 

３ 乙は、工事の着工に先立ち、施工計画・技術提案に関して具体の施工方法及び履行の確

認方法並びに時期等を明示した施工計画書（チェックシート（様式３又は様式３－１）含

む）を甲の監督員に提出し、承諾を得るものとする。ただし、軽微なものは、監督員と協

議の上、その一部を省略することができるものとする。 

４ 乙は、現場や周辺状況等乙の責によらない理由により施工計画・技術提案を履行でき

ない場合を除き、施工計画・技術提案について上記施工計画書に基づき確実に実施する

ものとし、甲は、上記施工計画書に基づきその履行を確認するものとする。 

５ 乙の責によらない理由により、施工計画書に基づき施工計画・技術提案の内容を実施

できない状況となった場合又は施工計画書に記載された内容（数量又は実施範囲等）の

とおり実施できない場合は、その理由等を甲の監督員に書面（様式４又は様式４－１）及

び内容を修正した施工計画書を提出し、承諾を得るものとする。甲は判断の結果を書面

（様式５又は様式５－１）により提出するものとする。 

６ 甲は、乙が上記５の手続きを行わずに施工計画書に基づく施工計画・技術提案の内容

を実施しなかった場合は、１項目につき５点、また、未実施についての甲による指摘後、

乙が施工計画書に基づき施工計画・技術提案の内容を実施した場合は、１項目につき１

点、工事成績評定点を減ずることとし、項目数に関わらず最大２０点を減ずることがで

きるものとする。 

７ 甲は、乙が上記５の手続きを行わずに工事目的物本体の一部となっている技術提案（タ

イプ C、タイプ D）の内容を実施しなかった場合は、当該請負契約の債務不履行として、

その内容に応じ工事の契約解除及び契約解除に伴う損害賠償請求を行うことができるも

のとする。 
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８ 乙が施工計画・技術提案を実施しないことが工事目的物の瑕疵に該当する場合、甲は

工事請負契約書に基づき、瑕疵の修補を請求し、又は修補に代え若しくは修補とともに

損害賠償を請求するできるものとし、工事成績評定においては、上記６とは別に減点で

きるものとする。 

 

 この覚書交換の証として、本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

 令和  年  月  日 

 

  甲（発注者）住所 

 

        氏名                              印 

 

  乙（受注者）住所 

 

        氏名                              印 

 

以 上  
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（様式１） 

別紙 

 

「施工計画」（及び「技術提案」）において機構が評価した項目 

 

工事件名：○○団地住宅建築工事 

受注者：○○建設 

評価項目 評価した内容 

⑪品質管理に係る施工計画及び取組み ・～～～を実施 

 ・～～～を実施 

⑫工事現場における環境配慮に係る施工

計画及び取組み 

・～～～を実施 

 ・～～～を実施 

 ・～～～を実施 

⑬生産性向上、業務省力化・効率化に係

る施工計画及び取組み 

・～～～を実施 

 ・～～～を実施 

⑭維持管理性の向上に係る施工計画及び

取組み 

・～～～を実施 

 

 

以 上  
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（様式１－１） 

別紙 

 

「施工計画」（及び「技術提案」）において機構が評価した項目 

 

工事件名：○○団地住宅建築工事 

受注者：○○建設 

評価項目 評価した内容 

⑪品質管理に係る施工計画及び取組み ・～～～を実施 

 ・～～～を実施 

⑫工事現場における環境配慮に係る施

工計画及び取組み 

・～～～を実施 

 ・～～～を実施 

 ・～～～を実施 

⑬生産性向上、業務省力化・効率化に係

る施工計画及び取組み 

・～～～を実施 

 ・～～～を実施 

⑭維持管理性の向上に係る施工計画及

び取組み 

・～～～を実施 

⑮選択化項目 ・～～～を実施 

 ・～～～を実施 

 

 

以 上  
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（様式２） 

令和○年○月○日 

株式会社○○ 

 支店長 ○○ ○○殿 

独立行政法人都市再生機構○○本部 

 本部長 ○○ ○○ 

 

当機構が評価した「施工計画」（及び「技術提案」）の 

中止（又は停止）について（通知） 

 

施工計画・技術提案の履行に係る覚書 ２に基づき、以下の提案について履行を中止（又

は停止）するよう通知します。 

速やかに、以下の提案について履行の中止（又は停止）を行い、その状況について監督員

の確認を受けてください。本通知にもかかわらず履行を中止（又は停止）しない場合は、工

事成績評定における減点対象となります。 

なお、当該提案の中止（又は停止）については、当機構の判断によるものであり、当該提案

の中止（又は停止）に基づく請負代金の減額変更は行いません。 

 

工事件名：○○団地住宅建築工事 

評価項目 中止（又は停止）の理由 

⑪品質管理に係る施工計画及び取組み 

 ・～～～を実施 

近隣住民からの中止要望が当機構に提出され

ており、当機構としても履行を続けることが適切

ではないと判断したため 

⑫工事現場における環境配慮に係る施

工計画及び取組み 

 ・～～～を実施 

当該提案を実施することが、適切ではないと

判断したため 

 ・～～～を実施 法令の変更により○○の使用ができなくなっ

たため 

⑬生産性向上、業務省力化・効率化に係

る施工計画及び取組み 

 ・～～～を実施 

近隣住民からの中止要望が当機構に提出され

ており、当機構としても履行を続けることが適切

ではないと判断したため 

⑭維持管理性の向上に係る施工計画及

び取組み 

 ・～～～を実施 

法令の変更により○○の使用ができなくなっ

たため 

 

以 上  
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（様式２－１） 

令和○年○月○日 

株式会社○○ 

 支店長 ○○ ○○殿 

独立行政法人都市再生機構○○本部 

 本部長 ○○ ○○ 

 

当機構が評価した「施工計画」（及び「技術提案」）の 

中止（又は停止）について（通知） 

 

施工計画・技術提案の履行に係る覚書 ２に基づき、以下の提案について履行を中止（又

は停止）するよう通知します。 

速やかに、以下の提案について履行の中止（又は停止）を行い、その状況について監督員

の確認を受けてください。本通知にもかかわらず履行を中止（又は停止）しない場合は、工

事成績評定における減点対象となります。 

なお、当該提案の中止（又は停止）については、当機構の判断によるものであり、当該提案

の中止（又は停止）に基づく請負代金の減額変更は行いません。 

 

工事件名：○○団地住宅建築工事 

評価項目 中止（又は停止）の理由 

⑪品質管理に係る施工計画及び取組み 

 ・～～～を実施 

近隣住民からの中止要望が当機構に提出され

ており、当機構としても履行を続けることが適切

ではないと判断したため 

⑫工事現場における環境配慮に係る施工

計画及び取組み 

 ・～～～を実施 

当該提案を実施することが、適切ではないと判

断したため 

 ・～～～を実施 法令の変更により○○の使用ができなくなっ

たため 

⑬生産性向上、業務省力化・効率化に係る

施工計画及び取組み 

 ・～～～を実施 

近隣住民からの中止要望が当機構に提出され

ており、当機構としても履行を続けることが適切

ではないと判断したため 

⑭維持管理性の向上に係る施工計画及び

取組み 

 ・～～～を実施 

法令の変更により○○の使用ができなくなっ

たため 

⑮選択化項目 

 ・～～～を実施 

当該提案を実施することが、適切ではないと判

断したため 

 

以 上  
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（様式３） 

（タイプ B,C,D の場合） 

総括監督員  （氏 名）       印 

検査員    （氏 名）       印 

監督員    （氏 名）       印 

施工計画に係る実施状況の確認書（ﾁｪｯｸﾘｽﾄ） 

工事件名：○○団地住宅建築工事 

受注者：○○建設㈱ 
 機構記入欄 

評価項目 評価した内容 
実施確認 
予定時期 

監督員 
総括監督員 

確認 
成績評定 

減点 
実施状況の考察 

実施確認 
未実施の
指摘 

⑪品質管理に係る 
施工計画及び取組み 

・～～～を実施 年/月頃 
年/月/日 

印 
なし 

年/月/日 
印 

0  

・～～～を実施 年/月頃 
未実施 
印 

年/月/日 
印 

未実施 
印 

▲5 
施工計画書とは別の・・・による
方法により実施されていた。 

⑫工事現場における 
環境配慮に係る 
施工計画及び取組み 

・～～～を実施 年/月頃 
年/月/日 

印 
年/月/日 

印 
年/月/日 

印 
▲1 

未実施の指摘に基づき、～～～
が実施された。 

・～～～を実施 年/月頃 
年/月/日 

印 
なし 

年/月/日 
印 

0  

・～～～を実施 年/月頃 
実施不可
文書提出 

－ － 0  

⑬生産性向上、業務省
力化・効率化に係る
施工計画及び取組み 

・～～～を実施 年/月頃 
年/月/日 

印 
なし 

年/月/日 
印 

0  

・～～～を実施 年/月頃 
未実施 
印 

年/月/日 
印 

未実施 
印 

▲5 
一部実施されるが、施工計画書

に基づく全数実施されず 

⑭維持管理性の向上に
係る施工計画及び取
組み 

・～～～を実施 年/月頃 
年/月/日 

印 
なし 

年/月/日 
印 

0  

※1 未実施の指摘については、別途文書により受注者に指示するものとする。 合計▲11 ⇒最終減点⇒ ▲11 

※2未実施（一部実施の場合も含む）の場合は 5点減点、指摘後実施の場合は 1点減点、最大減点は 20点減点 

以 上 
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（様式３－１） 

（タイプ B,C,D の場合） 

総括監督員  （氏 名）       印 

検査員    （氏 名）       印 

監督員    （氏 名）       印 

施工計画に係る実施状況の確認書（ﾁｪｯｸﾘｽﾄ） 

工事件名：○○団地住宅建築工事 

受注者：○○建設㈱ 
 機構記入欄 

評価項目 評価した内容 
実施確認 

予定時期 

監督員 
総括監督員 

確認 

成績評定 

減点 
実施状況の考察 

実施確認 
未実施の指

摘 

⑪品質管理に係る 

施工計画及び取組み 
・～～～を実施 年/月頃 

年/月/日 

印 
なし 

年/月/日 

印 
0  

・～～～を実施 年/月頃 
未実施 

印 

年/月/日 

印 

未実施 

印 
▲5 

施工計画書とは別の・・・による
方法により実施されていた。 

⑫工事現場における 

環境配慮に係る 

施工計画及び取組み 

・～～～を実施 年/月頃 
年/月/日 

印 

年/月/日 

印 

年/月/日 

印 
▲1 

未実施の指摘に基づき、～～～が
実施された。 

・～～～を実施 年/月頃 
年/月/日 

印 
なし 

年/月/日 

印 
0  

・～～～を実施 年/月頃 
実施不可文
書提出 

－ － 0  

⑬生産性向上、業務省力
化・効率化に係る施工
計画及び取組み 

・～～～を実施 年/月頃 
年/月/日 

印 
なし 

年/月/日 

印 
0  

・～～～を実施 年/月頃 
未実施 

印 

年/月/日 

印 

未実施 

印 
▲5 

一部実施されるが、施工計画書
に基づく全数実施されず 

⑭維持管理性の向上に
係る施工計画及び取
組み 

・～～～を実施 年/月頃 
年/月/日 

印 
なし 

年/月/日 

印 
0  

⑮選択化項目 
・～～～を実施 年/月頃 

年/月/日 

印 
なし 

年/月/日 

印 
0  

・～～～を実施 年/月頃 
年/月/日 

印 
なし 

年/月/日 

印 
0  

※1未実施の指摘については、別途文書により受注者に指示するものとする。 合計▲11 ⇒最終減点⇒ ▲11 

※2未実施（一部実施の場合も含む）の場合は 5 点減点、指摘後実施の場合は 1点減点、最大減点は 20点減点 

以 上 
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（様式４） 

令和○年○月○日 

独立行政法人都市再生機構○○本部 

 本部長 ○○ ○○殿 

株式会社○○ 

支店長 ○○ ○○ 

 

機構により評価された「施工計画」（及び「技術提案」）の 

中止（又は停止）について（依頼） 

 

施工計画・技術提案の履行に係る覚書 ５に基づき、以下の提案について履行の中止（又

は停止、若しくは内容変更）を依頼します。 

 

工事件名：○○団地住宅建築工事 

評価項目 中止（又は停止）の理由 

⑪品質管理に係る施工計画及び取組み 

 ・～～～を実施 

近隣住民からの中止要望が当社にあり、工事

を円滑に進めるためには、履行を続けることが

適切ではないと判断したため 

⑫工事現場における環境配慮に係る施

工計画及び取組み 

 ・～～～を実施 

当該提案を実施することが、適切ではないと

判断したため 

 ・～～～を実施 ～～～により、施工計画書の数量とおり、～

～～を実施できないため 

変更後の施工計画書は別添のとおり 

⑬生産性向上、業務省力化・効率化に係

る施工計画及び取組み 

 ・～～～を実施 

近隣住民からの中止要望が当社にあり、工事

を円滑に進めるためには、履行を続けることが

適切ではないと判断したため 

⑭維持管理性の向上に係る施工計画及

び取組み 

 ・～～～を実施 

～～～により、施工計画書の数量とおり、～

～～を実施できないため 

変更後の施工計画書は別添のとおり 

 

（添付書類） 

 施工計画書 一式 

 

以 上  
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（様式４－１） 

令和○年○月○日 

独立行政法人都市再生機構○○本部 

 本部長 ○○ ○○殿 

株式会社○○ 

支店長 ○○ ○○ 

 

機構により評価された「施工計画」（及び「技術提案」）の 

中止（又は停止）について（依頼） 

 

施工計画・技術提案の履行に係る覚書 ５に基づき、以下の提案について履行の中止（又

は停止、若しくは内容変更）を依頼します。 

 

工事件名：○○団地住宅建築工事 

評価項目 中止（又は停止）の理由 

⑪品質管理に係る施工計画及び取組み 

 ・～～～を実施 

近隣住民からの中止要望が当社にあり、工事を

円滑に進めるためには、履行を続けることが適切

ではないと判断したため 

⑫工事現場における環境配慮に係る施工

計画及び取組み 

 ・～～～を実施 

当該提案を実施することが、適切ではないと判

断したため 

 ・～～～を実施 ～～～により、施工計画書の数量とおり、～～

～を実施できないため 

変更後の施工計画書は別添のとおり 

⑬生産性向上、業務省力化・効率化に係る

施工計画及び取組み 

 ・～～～を実施 

近隣住民からの中止要望が当社にあり、工事を

円滑に進めるためには、履行を続けることが適切

ではないと判断したため 

⑭維持管理性の向上に係る施工計画及び

取組み 

 ・～～～を実施 

～～～により、施工計画書の数量とおり、～～

～を実施できないため 

変更後の施工計画書は別添のとおり 

⑮選択化項目 

 ・～～～を実施 

当該提案を実施することが、適切ではないと判

断したため 

 

（添付書類） 

 施工計画書 一式 

 

以 上  
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（様式５） 

令和○年○月○日 

株式会社○○ 

 支店長 ○○ ○○殿 

独立行政法人都市再生機構○○本部 

 本部長 ○○ ○○ 

 

「施工計画」（及び「技術提案」）の中止（又は停止）依頼について 

（回答） 

 
令和○年○月○日付で依頼いただきました「機構により評価された「施工計画」（及び「技

術提案」）の中止（又は停止）について（依頼）」について以下のとおり回答いたします。 

なお、当該提案の中止（又は停止）については、当機構としても適当であると判断できる

ことから、当該提案の中止（又は停止）に基づく減額変更は行いませんが、提案履行の中止

（又は停止）依頼を承諾しない項目について、貴社の判断で中止（又は停止）した場合は、

工事成績評定における減点対象となります。 

 

工事件名：○○団地住宅建築工事 

評価項目 中止（又は停止）の理由 回答 回答の理由 

⑪品質管理に係る 

施工計画及び取組み 

 ・～～～を実施 

近隣住民からの中止要望が当社にあ

り、工事を円滑に進めるためには、履行

を続けることが適切ではないと判断し

たため 

承諾 中止（又は停止）の理由を適

当と判断できるため 

⑫工事現場における

環境配慮に係る施工

計画及び取組み 

 ・～～～を実施 

当該提案を実施することが、適切で

はないと判断したため 

承諾 

せず 

中止（又は停止）の理由を○

○により適当とは判断できな

いため 

 ・～～～を実施 ～～～により、施工計画書の数量と

おり、～～～を実施できないため 

承諾 施工計画書の内容変更を○

○により適当と判断できるた

め 

⑬生産性向上、業務省

力化・効率化に係る施

工計画及び取組み 

 ・～～～を実施 

近隣住民からの中止要望が当社にあ

り、工事を円滑に進めるためには、履行

を続けることが適切ではないと判断し

たため 

承諾 中止（又は停止）の理由を適

当と判断できるため 

⑭維持管理性の向上

に係る施工計画及び

取組み 

 ・～～～を実施 

～～～により、施工計画書の数量と

おり、～～～を実施できないため 

変更後の施工計画書は別添のとおり 

承諾 施工計画書の内容変更を○

○により適当と判断できるた

め 

以 上  
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（様式５－１） 

令和○年○月○日 

株式会社○○ 

 支店長 ○○ ○○殿 

独立行政法人都市再生機構○○本部 

 本部長 ○○ ○○ 

 

「施工計画」（及び「技術提案」）の中止（又は停止）依頼について 

（回答） 

 
令和○年○月○日付で依頼いただきました「機構により評価された「施工計画」（及び「技

術提案」）の中止（又は停止）について（依頼）」について以下のとおり回答いたします。 

なお、当該提案の中止（又は停止）については、当機構としても適当であると判断できる

ことから、当該提案の中止（又は停止）に基づく減額変更は行いませんが、提案履行の中止

（又は停止）依頼を承諾しない項目について、貴社の判断で中止（又は停止）した場合は、

工事成績評定における減点対象となります。 

 

工事件名：○○団地住宅建築工事 

評価項目 中止（又は停止）の理由 回答 回答の理由 

⑪品質管理に係る 

施工計画及び取組み 

 ・～～～を実施 

近隣住民からの中止要望が当社にあ

り、工事を円滑に進めるためには、履

行を続けることが適切ではないと判断

したため 

承諾 中止（又は停止）の理由を

適当と判断できるため 

⑫工事現場における

環境配慮に係る施工

計画及び取組み 

 ・～～～を実施 

当該提案を実施することが、適切で

はないと判断したため 

承諾 

せず 

中止（又は停止）の理由を

○○により適当とは判断でき

ないため 

 ・～～～を実施 ～～～により、施工計画書の数量と

おり、～～～を実施できないため 

承諾 施工計画書の内容変更を○

○により適当と判断できるた

め 

⑬生産性向上、業務省

力化・効率化に係る施

工計画及び取組み 

 ・～～～を実施 

近隣住民からの中止要望が当社にあ

り、工事を円滑に進めるためには、履

行を続けることが適切ではないと判断

したため 

承諾 中止（又は停止）の理由を

適当と判断できるため 

⑭維持管理性の向上

に係る施工計画及び

取組み 

 ・～～～を実施 

～～～により、施工計画書の数量と

おり、～～～を実施できないため 

変更後の施工計画書は別添のとおり 

承諾 施工計画書の内容変更を○

○により適当と判断できるた

め 

⑮選択化項目 

 ・～～～を実施 

当該提案を実施することが、適切で

はないと判断したため 

承諾 

せず 

中止（又は停止）の理由を

○○により適当とは判断でき

ないため 

以 上  
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総合評価審査委員会（建築・設備部門）  

（令和３年 10月時点） 

 氏 名 所   属 

委員長 遠藤 和義 工学院大学 建築学部 建築学科 教授 

委員 倉渕 隆 東京理科大学 工学部 建築学科 教授 

委員 中野 弘伸 職業能力開発総合大学校 名誉教授 

委員 角田 誠 東京都立大学大学院 都市環境科学研究科 建築学域 教授 

委員 中村 智廣 南桜特許法律事務所 辯護士 

委員 中洲 啓太 
国土交通省 国土技術政策総合研究所 

社会資本マネジメント研究室 室長 

委員 藤井 正男 独立行政法人都市再生機構 技術・コスト管理部長 

委員 平澤 博之 独立行政法人都市再生機構 経理資金部次長 

委員 尾神 充倫 独立行政法人都市再生機構 技術・コスト管理部担当部長 

※敬称略 
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総合評価審査委員会 分科会（建築・設備部門） 

（令和３年 10月時点） 

 氏 名 所   属 

委員 角田 誠 東京都立大学大学院 都市環境科学研究科 建築学域 教授 

委員 倉渕 隆 東京理科大学 工学部 建築学科 教授 

委員 中野 弘伸 職業能力開発総合大学校 名誉教授 

委員 助川 護 
独立行政法人都市再生機構 技術・コスト管理部 

担当課長（調達・コスト） 

委員 米澤 武久 
独立行政法人都市再生機構 技術・コスト管理部 

ストック設計課長 

委員 鎌田 義浩 
独立行政法人都市再生機構 技術・コスト管理部 

技術調査課長 

委員 玉井 祐之 
独立行政法人都市再生機構 技術・コスト管理部 

担当課長 

※敬称略        
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総合評価方式における学識経験者の意見聴取懇談会設置要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、「総合評価方式の実施について」（平18.４.１付34－155、75－5、808－

14、111－6、127－25、135－71。以下「通達」という。）記６に規定する学識経験者の意見

聴取に関して必要な事項を定めるものである。 

 

（意見聴取の方法） 

第２条 意見聴取は、外部の学識経験者等及び発注担当部の長などを委員とする懇談会を設

置して実施する。 

２ 懇談会は、「土木・造園部門」、「建築・設備部門」、「住宅経営部門」がそれぞれ設置する。 

３ 懇談会開催についての詳細は、前項の各部門において定める。 

 

（意見聴取を行う事項） 

第３条 発注担当部門は、次に掲げる事項について意見聴取を行う。 

一 独立行政法人都市再生機構が発注する工事に関して策定する「総合評価方式の実施方

針」に関すること。 

二 独立行政法人都市再生機構が発注する工事に関して策定する「総合評価方式に関する

技術提案の評価方法（評価項目、評価基準及び得点配分等）」に関すること。 

三 独立行政法人都市再生機構が発注する工事に関して実施する総合評価について、高度

な技術等を含む技術提案の評価・審査に関すること。 

四 独立行政法人都市再生機構が総合評価方式により発注する工事のうち、高度な技術等

を含む技術提案の審査結果を踏まえて予定価格を作成する場合における予定価格の作

成方法や考え方に関すること。 

五 独立行政法人都市再生機構が発注した工事に関して実施した総合評価について、高度

な技術等を含む技術提案の評価等、落札者決定についての報告に関すること。 
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（委員及び組織） 

第４条 委員は、発注担当部の長などのほか、中立かつ公正な立場で、技術提案の審査・評

価等を客観的かつ適切に行うことができる学識経験等を有する者のうちから、懇談会を主

務とする部の長などが委嘱する。 

２ 委員の数は、10人以内とする。 

３ 委員の任期は、２年とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

５ 委員は、非常勤とする。 

６ 懇談会に委員長を置き、懇談会を主務とする部の長などが委嘱する。 

７ 委員長に事故があるときは、あらかじめ、その指名する者がその職務を代理する。 

 

（招集） 

第５条 懇談会は、委員長が招集する。 

２ 懇談会は、委員の過半数の出席をもって成立する。 

 

（分科会等） 

第６条 懇談会には、分科会を置くことができる。これらの分科会は、懇談会の事務のうち

別途定める事務を行う。 

２ 懇談会は、分科会の審議をもって懇談会の審議とすることができる。 

３ 分科会の構成及び運営に関して必要な事項は、第２条第２項の部門ごとに別途定める。 

 

（秘密を守る義務） 

第７条 委員は第３条の事務を処理する上で知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その

職を退いた後も、また同様とする。 

 

（懇談会の庶務） 

第８条 懇談会の庶務は、第２条第２項の部門ごとに別途定める部署とする。 

 

（委員の報酬等） 

第９条 懇談会に出席した委員に対し、報酬として日額手当てを支給する。 



  

２ 前項の規定により委員に支給する日額手当の額は、法令に基づき控除すべきものの金額

を控除し、原則として30,000円とする。 

３ 委員が懇談会出席のため、必要と認めるときは、委員に対し、鉄道賃（以下「会議費等

旅費」という。）を支給することが出来る。 

４ 前項の規定による委員に支給する会議等旅費の算定については、委員を役職手当の支給

を受ける６級の職員とみなして、独立行政法人都市再生機構旅費規程（平成16年独立行政

法人都市再生機構規程第16号）第９条から第13条まで及び第14条第２項の規定を準用する。 

 

（雑則） 

第10条 この要領に定めるものの他、懇談会の運営に必要な事項は、懇談会に諮って定める

ものとする。 

 

以 上  

 

 


